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告 示■

◎群馬県告示第１０１号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により、農林水産大臣から次のとおり保安林に指定する予

定である旨の通知があった。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 保安林予定森林の所在場所 吾妻郡草津町（国有林。次の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐に係る立木の伐採を禁止する。

吾妻郡草津町（国有林。次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐は択伐による。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県森林環境部森林保全課及び草津町役

場に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第１０２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のとおり保安林の指定施業要件を変更する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 邑楽郡邑楽町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 風害の防備

３ 変更後の指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県森林環境部森林保全課及び邑楽町役

場に備え置いて縦覧に供する。
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◎群馬県告示第１０３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のとおり保安林の指定施業要件を変更する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 みどり市（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水害の防備

３ 変更後の指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県森林環境部森林保全課及びみどり市

役所に備え置いて縦覧に供する。

公 告■

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第３項の規定による特定非営利活動法人の定款の変更

に係る認証の申請があったので、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定により、次のとおり公告

する。

なお、同項の規定により、申請のあった日から１月間、申請に係る変更後の定款を群馬県生活文化スポーツ部県

民生活課において縦覧に供する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 申請のあった年月日 令和元年７月３０日

２ 特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人環境技術研究所

３ 代表者の氏名 廣瀬玉雄

４ 主たる事務所の所在地 高崎市片岡町一丁目１２番１６号フロンティアビル２階

５ 定款に記載された目的 この法人は、日本及び海外のすべての人々に対し、安全・安心社会の構築が可及的な

課題という認識のもとに、防災・環境に関わる社会形成技術の研究開発事業を行い、自然環境と調和した生活様

式の普及や地域防災力の高い社会の実現に寄与することを目的とする。

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により大間々用水土地改良区の定款の変更を令

和元年７月２２日認可したので、同条第３項の規定により公告する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太
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土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により春日松原堰土地改良区の定款の変更を令

和元年７月２９日認可したので、同条第３項の規定により公告する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により藤岡土地改良区の定款の変更を令和元年

７月２９日認可したので、同条第３項の規定により公告する。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

入札公告■

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 調達内容

(1) 調達件名 県央流域下水道管理 県央水質浄化センター維持管理包括委託

(2) 調達件名の特質等 入札説明書による。

(3) 委託期間 令和２年２月１日から令和５年１月３１日まで

(4) 履行場所 群馬県佐波郡玉村町大字上之手１８４６番地１ 県央水質浄化センターほか（詳細は、入札説明

書による。）

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競争入札により行うので、提案に係る性能、

機能、技術等に関する書類（以下「技術提案書」という。）を提出すること。また、入札書に記載された金額

に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札参加資格 入札参加者は、単独企業又は共同企業体とし、次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 単独企業及び共同企業体の構成員の共通の要件

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

イ 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条第２項の規定による

県の入札参加制限を受けていない者であること。

ウ 物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

第９７２２号令和元年８月９日（金） 群 馬 県 報
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なお、上記イ及びウにおいて、営業の譲渡を受けた者は、営業を譲渡した者が入札参加制限又は指名停止

措置等を受けていたときは、それらの措置を引き継ぐものとする。

エ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入している者であること（当該保険に加入の義務がない者を除

く。）。

オ 規則第１７０条の２第３項の規定により作成された平成３０・３１年度物件等購入契約資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に登載されている者であること。

なお、公告日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、令

和元年８月２１日（水）までに、群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年９月６日

（金）午後４時までに、資格者名簿に登載されていることが確認できること。

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始決定を受けた者にあっては、手続開始決定後に資格者名簿に

登載された者であること。

キ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）第２条の規定による登録を

受けていること。

ク この入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者であること。

(2) 単独企業の要件

ア 単独又は共同企業体の構成員（出資比率２０パーセント以上に限る。）として、下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第２条第６号に規定する終末処理場において、次の全ての業務を平成２１年度以降、同一施設

で３年以上継続して、地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐をしている公共団体から受注した
えん

実績を有すること。

(ｱ) 施設の水処理能力が１６０，０００㎥／日以上であり、かつ、標準活性汚泥法と同程度以上に下水を処

理することができる方法を用いた終末処理場の運転管理業務

(ｲ) 汚泥脱水施設の運転管理業務

(ｳ) 施設規模７０㎥／分以上の中継ポンプ場の運転管理業務

イ 次に掲げる要件を全て満たす総括責任者及び副総括責任者をそれぞれ専任で配置できること。

(ｱ) 総括責任者

ａ 下水道終末処理場の維持管理業務において、５年以上の実務経験を有すること。

ｂ 下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｃ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

(ｲ) 副総括責任者

ａ 下水道法施行令第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｂ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

ウ 次の有資格者（入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されている

者に限る。）をそれぞれ専任で１名以上配置できること。

(ｱ) 第３種電気主任技術者（施設の電気設備の保安監督において、個人又は法人と電気事業法施行規則（平

成７年通商産業省令第７７号）第５２条第２項に規定する保安の監督に係る業務委託契約を結ぶ場合を除

く。）

(ｲ) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者

(ｳ) 乙種第４類危険物取扱者

(ｴ) エネルギ－管理士免状の交付を受けている者又はエネルギー管理員講習修了者
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(ｵ) 特別管理産業廃棄物管理責任者

(3) 共同企業体の要件

ア 共同企業体の構成員数は、２社又は３社とすること。

イ 共同企業体の代表者の出資比率は、他の構成員の出資比率より大きいこと。

ウ 各構成員の出資比率は、構成員の数が２社である場合は３０パーセント以上、構成員の数が３社である場

合は２０パーセント以上であること。

エ 共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって業務を履行する共同管理方式であること。

オ 共同企業体の代表者は、(2)ア及びイの要件を満たしているものであること。

カ 共同企業体は、(2)ウの要件を満たしていること。

３ 入札書等の提出場所等

(1) 入札書及び技術提案書の提出場所、入札説明書等の交付場所及び問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前

橋市大手町一丁目１番１号 群馬県県土整備部下水環境課下水道管理係 電話０２７－２２６－３６８２

(2) 入札説明書等の交付期間及び交付方法

ア 交付期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 交付方法 交付を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、群馬県の休日を定め

る条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除く日

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に指定する日時に交付

する。

(3) 設計図書、契約条項等の閲覧期間、閲覧場所及び閲覧方法

ア 閲覧期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 閲覧場所 〒３７０－１１２７ 群馬県佐波郡玉村町大字上之手１８４６番地１ 下水道総合事務所管理

係

ウ 閲覧方法 閲覧を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、休日条例第１条第１項に規

定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に

指定する日時にて閲覧すること。

(4) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。また、提出された申請

書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。

なお、入札参加資格確認結果は、令和元年９月６日（金）までに通知する。

ア 提出期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで（休日条例第１条第１項に規定する休日を除く。）

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期間に上記(1)の場所に必着のこと。また、封筒

に「県央流域下水道管理 県央水質浄化センター維持管理包括委託 入札参加資格確認申請書等在中」と朱

書きすること。

(5) 入札説明会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及び場

所

(6) 現地施設見学会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及

び場所

(7) 入札書及び技術提案書の提出

第９７２２号令和元年８月９日（金） 群 馬 県 報
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ア 提出期限 令和元年１０月３日（木）午後４時

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に群馬県県土整備部下

水環境課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「県央流域下水道管理 県央水質浄化センタ

ー維持管理包括委託 入札書及び技術提案書在中」と朱書きすること。

(8) ヒアリングの日時及び場所 令和元年１０月８日（火）から同月１７日（木）までの間で、別途指定する日

時及び場所

(9) 開札の日時及び場所 令和元年１０月１８日（金）午前１０時１５分 群馬県庁舎２２階２２１会議室

４ 落札者の決定方法

(1) 総合評価値が最も高く、規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で入札した入札参加

者を本件委託業務の落札者と決定する。

なお、落札者となるべき最も高い総合評価値を取得した入札参加者が複数あるときは、当該入札参加者又は

その代理人によるくじ引きで落札者を決定する。この場合において、当該入札参加者又はその代理人が不在の

ときは、当該入札事務に関係のない職員が代わりにくじを引いて落札者を決定する。ただし、総合評価値の最

も高い入札参加者が低入札価格調査制度に該当する場合は、(2)による。

(2) この業務委託は、「建設工事に係る低入札価格調査制度適用対象」であり、調査基準価格を下回った入札が

行われた場合には、当該入札参加者により契約内容に適合した履行の確保が図れるか否かを低入札価格審査委

員会で調査及び検討をした後に落札者を決定する。

なお、当該入札参加者は、入札後の調査に協力しなければならない。

５ 落札者の決定基準

(1) 審査項目

ア 価格評価に関する事項

区 分 審 査 項 目

入札書 入札価格に関する事項

イ 技術評価に関する事項

区 分 審 査 項 目 配 点

Ⅰ．実施方針・体制の提案 ２７点 ８７点

Ⅱ．運転管理業務提案 １５点
技術提案書

Ⅲ．保守管理業務提案 ９点

Ⅳ．危機管理に係る提案 ２１点

Ⅴ．コスト縮減対策の提案 １５点

ヒアリング 説明、質疑応答 ３点

合 計 ９０点

(2) 審査項目の配点及び評価方法 入札説明書に記載のとおり
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8

(3) 価格評価値と技術評価値の配点割合は、１００対１００とする。

６ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金 免除

(3) 契約保証金 入札説明書に記載のとおり

(4) 入札者に要求される事項 入札者は、契約担当者から当該技術提案書に関し説明を求められた場合は、応じ

なければならない。

(5) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められた義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(6) 契約書作成の要否 要

(7) その他 詳細は、入札説明書による。

７ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Ichita Yamamoto, Governor of Gunma

Prefecture

(2) Subject matter of the contract： Comprehensive maintenance and management service at Tonegawa-

jyoryu Regional Sewerage System Kenou Purification Center

(3) Contract period： From February 1, 2020 to January 31, 2023

(4) Deadline for submission of application forms and attached documents regarding qualification

for participating in the tendering process: 4:00 p.m., August 21, 2019

(5) Deadline for submission of bidding documents and technical proposals： 4:00 p.m., October 3,

2019

(6) Contact point for the notice： Sewage Disposal Management Division, Gunma Prefectural

Government, 1-1-1 Ote-machi Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, TEL 027-226-3682(Japanese

language only)

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 調達内容

(1) 調達件名 桐生流域下水道管理 桐生水質浄化センター維持管理包括委託

(2) 調達件名の特質等 入札説明書による。

(3) 委託期間 令和２年２月１日から令和５年１月３１日まで

(4) 履行場所 群馬県桐生市広沢町七丁目５００５番地 桐生水質浄化センターほか（詳細は、入札説明書によ

る。）

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競争入札により行うので、提案に係る性能、
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機能、技術等に関する書類（以下「技術提案書」という。）を提出すること。また、入札書に記載された金額

に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札参加資格 入札参加者は、単独企業又は共同企業体とし、次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 単独企業及び共同企業体の構成員の共通の要件

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

イ 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条第２項の規定による

県の入札参加制限を受けていない者であること。

ウ 物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

なお、上記イ及びウにおいて、営業の譲渡を受けた者は、営業を譲渡した者が入札参加制限又は指名停止

措置等を受けていたときは、それらの措置を引き継ぐものとする。

エ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入している者であること（当該保険に加入の義務がない者を除

く。）。

オ 規則第１７０条の２第３項の規定により作成された平成３０・３１年度物件等購入契約資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に登載されている者であること。

なお、公告日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、令

和元年８月２１日（水）までに、群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年９月６日

（金）午後４時までに、資格者名簿に登載されていることが確認できること。

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始決定を受けた者にあっては、手続開始決定後に資格者名簿に

登載された者であること。

キ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）第２条の規定による登録を

受けていること。

ク この入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者であること。

(2) 単独企業の要件

ア 単独又は共同企業体の構成員（出資比率２０パーセント以上に限る。）として、下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第２条第６号に規定する終末処理場において、次の全ての業務を平成２１年度以降、同一施設

で３年以上継続して、地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐をしている公共団体から受注した
えん

実績を有すること。

(ｱ) 施設の水処理能力が２０，０００㎥／日以上であり、かつ、標準活性汚泥法と同程度以上に下水を処理

することができる方法を用いた終末処理場の運転管理業務

(ｲ) 汚泥脱水施設の運転管理業務

イ 次に掲げる要件を全て満たす総括責任者及び副総括責任者をそれぞれ専任で配置できること。

(ｱ) 総括責任者

ａ 下水道終末処理場の維持管理業務において、５年以上の実務経験を有すること。

ｂ 下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｃ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

(ｲ) 副総括責任者
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ａ 下水道法施行令第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｂ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

ウ 次の有資格者（入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されている

者に限る。）をそれぞれ専任で１名以上配置できること。

(ｱ) 第３種電気主任技術者（施設の電気設備の保安監督において、個人又は法人と電気事業法施行規則（平

成７年通商産業省令第７７号）第５２条第２項に規定する保安の監督に係る業務委託契約を結ぶ場合を除

く。）

(ｲ) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者

(ｳ) 乙種第４類危険物取扱者

(ｴ) 特別管理産業廃棄物管理責任者

(3) 共同企業体の要件

ア 共同企業体の構成員数は、２社又は３社とすること。

イ 共同企業体の代表者の出資比率は、他の構成員の出資比率より大きいこと。

ウ 各構成員の出資比率は、構成員の数が２社である場合は３０パーセント以上、構成員の数が３社である場

合は２０パーセント以上であること。

エ 共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって業務を履行する共同管理方式であること。

オ 共同企業体の代表者は、(2)ア及びイの要件を満たしているものであること。

カ 共同企業体は、(2)ウの要件を満たしていること。

３ 入札書等の提出場所等

(1) 入札書及び技術提案書の提出場所、入札説明書等の交付場所及び問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前

橋市大手町一丁目１番１号 群馬県県土整備部下水環境課下水道管理係 電話０２７－２２６－３６８２

(2) 入札説明書等の交付期間及び交付方法

ア 交付期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 交付方法 交付を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、群馬県の休日を定め

る条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除く日

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に指定する日時に交付

する。

(3) 設計図書、契約条項等の閲覧期間、閲覧場所及び閲覧方法

ア 閲覧期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 閲覧場所 〒３７６－００１３ 群馬県桐生市広沢町七丁目５００５番地 桐生水質浄化センター管理係

ウ 閲覧方法 閲覧を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、休日条例第１条第１項に規

定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に

指定する日時にて閲覧すること。

(4) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。また、提出された申請

書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。

なお、入札参加資格確認結果は、令和元年９月６日（金）までに通知する。

ア 提出期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで（休日条例第１条第１項に規定する休日を除く。）

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。
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なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期間に上記(1)の場所に必着のこと。また、封筒

に「桐生流域下水道管理 桐生水質浄化センター維持管理包括委託 入札参加資格確認申請書等在中」と朱

書きすること。

(5) 入札説明会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及び場

所

(6) 現地施設見学会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及

び場所

(7) 入札書及び技術提案書の提出

ア 提出期限 令和元年１０月３日（木）午後４時

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に群馬県県土整備部下

水環境課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「桐生流域下水道管理 桐生水質浄化センタ

ー維持管理包括委託 入札書及び技術提案書在中」と朱書きすること。

(8) ヒアリングの日時及び場所 令和元年１０月８日（火）から同月１７日（木）までの間で、別途指定する日

時及び場所

(9) 開札の日時及び場所 令和元年１０月１８日（金）午前１０時３０分 群馬県庁舎２２階２２１会議室

４ 落札者の決定方法

(1) 総合評価値が最も高く、規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で入札した入札参加

者を本件委託業務の落札者と決定する。

なお、落札者となるべき最も高い総合評価値を取得した入札参加者が複数あるときは、当該入札参加者又は

その代理人によるくじ引きで落札者を決定する。この場合において、当該入札参加者又はその代理人が不在の

ときは、当該入札事務に関係のない職員が代わりにくじを引いて落札者を決定する。ただし、総合評価値の最

も高い入札参加者が低入札価格調査制度に該当する場合は、(2)による。

(2) この業務委託は、「建設工事に係る低入札価格調査制度適用対象」であり、調査基準価格を下回った入札が

行われた場合には、当該入札参加者により契約内容に適合した履行の確保が図れるか否かを低入札価格審査委

員会で調査及び検討をした後に落札者を決定する。

なお、当該入札参加者は、入札後の調査に協力しなければならない。

５ 落札者の決定基準

(1) 審査項目

ア 価格評価に関する事項

区 分 審 査 項 目

入札書 入札価格に関する事項

イ 技術評価に関する事項

区 分 審 査 項 目 配 点

Ⅰ．実施方針・体制の提案 ２７点 ８７点

Ⅱ．運転管理業務提案 １５点
技術提案書

Ⅲ．保守管理業務提案 ９点
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Ⅳ．危機管理に係る提案 ２１点

Ⅴ．コスト縮減対策の提案 １５点

ヒアリング 説明、質疑応答 ３点

合 計 ９０点

(2) 審査項目の配点及び評価方法 入札説明書に記載のとおり

(3) 価格評価値と技術評価値の配点割合は、１００対１００とする。

６ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金 免除

(3) 契約保証金 入札説明書に記載のとおり

(4) 入札者に要求される事項 入札者は、契約担当者から当該技術提案書に関し説明を求められた場合は、応じ

なければならない。

(5) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められた義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(6) 契約書作成の要否 要

(7) その他 詳細は、入札説明書による。

７ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Ichita Yamamoto, Governor of Gunma

Prefecture

(2) Subject matter of the contract： Comprehensive maintenance and management service at Tomo

Regional Sewerage System Kiryu Purification Center

(3) Contract period： From February 1, 2020 to January 31, 2023

(4) Deadline for submission of application forms and attached documents regarding qualification

for participating in the tendering process: 4:00 p.m., August 21, 2019

(5) Deadline for submission of bidding documents and technical proposals： 4:00 p.m., October 3,

2019

(6) Contact point for the notice： Sewage Disposal Management Division, Gunma Prefectural

Government, 1-1-1 Ote-machi Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, TEL 027-226-3682(Japanese

language only)

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太
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１ 調達内容

(1) 調達件名 奥利根流域下水道管理 奥利根水質浄化センター維持管理包括委託

(2) 調達件名の特質等 入札説明書による。

(3) 委託期間 令和２年２月１日から令和５年１月３１日まで

(4) 履行場所 群馬県沼田市下川田町字宮塚１３０３番地 奥利根水質浄化センターほか（詳細は、入札説明書

による。）

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競争入札により行うので、提案に係る性能、

機能、技術等に関する書類（以下「技術提案書」という。）を提出すること。また、入札書に記載された金額

に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札参加資格 入札参加者は、単独企業又は共同企業体とし、次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 単独企業及び共同企業体の構成員の共通の要件

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

イ 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条第２項の規定による

県の入札参加制限を受けていない者であること。

ウ 物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

なお、上記イ及びウにおいて、営業の譲渡を受けた者は、営業を譲渡した者が入札参加制限又は指名停止

措置等を受けていたときは、それらの措置を引き継ぐものとする。

エ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入している者であること（当該保険に加入の義務がない者を除

く。）。

オ 規則第１７０条の２第３項の規定により作成された平成３０・３１年度物件等購入契約資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に登載されている者であること。

なお、公告日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、令

和元年８月２１日（水）までに、群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年９月６日

（金）午後４時までに、資格者名簿に登載されていることが確認できること。

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始決定を受けた者にあっては、手続開始決定後に資格者名簿に

登載された者であること。

キ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）第２条の規定による登録を

受けていること。

ク この入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者であること。

(2) 単独企業の要件

ア 単独又は共同企業体の構成員（出資比率２０パーセント以上に限る。）として、下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第２条第６号に規定する終末処理場において、次の全ての業務を平成２１年度以降、同一施設

で３年以上継続して、地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐をしている公共団体から受注した
えん

実績を有すること。

(ｱ) 施設の水処理能力が２０，０００㎥／日以上であり、かつ、標準活性汚泥法と同程度以上に下水を処理
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することができる方法を用いた終末処理場の運転管理業務

(ｲ) 汚泥脱水施設の運転管理業務

(ｳ) 施設規模５０㎥／分以上の中継ポンプ場の運転管理業務

イ 次に掲げる要件を全て満たす総括責任者及び副総括責任者をそれぞれ専任で配置できること。

(ｱ) 総括責任者

ａ 下水道終末処理場の維持管理業務において、５年以上の実務経験を有すること。

ｂ 下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｃ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

(ｲ) 副総括責任者

ａ 下水道法施行令第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｂ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

ウ 次の有資格者（入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されている

者に限る。）をそれぞれ専任で１名以上配置できること。

(ｱ) 第３種電気主任技術者（施設の電気設備の保安監督において、個人又は法人と電気事業法施行規則（平

成７年通商産業省令第７７号）第５２条第２項に規定する保安の監督に係る業務委託契約を結ぶ場合を除

く。）

(ｲ) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者

(ｳ) 乙種第４類危険物取扱者

(ｴ) 特別管理産業廃棄物管理責任者

(3) 共同企業体の要件

ア 共同企業体の構成員数は、２社又は３社とすること。

イ 共同企業体の代表者の出資比率は、他の構成員の出資比率より大きいこと。

ウ 各構成員の出資比率は、構成員の数が２社である場合は３０パーセント以上、構成員の数が３社である場

合は２０パーセント以上であること。

エ 共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって業務を履行する共同管理方式であること。

オ 共同企業体の代表者は、(2)ア及びイの要件を満たしているものであること。

カ 共同企業体は、(2)ウの要件を満たしていること。

３ 入札書等の提出場所等

(1) 入札書及び技術提案書の提出場所、入札説明書等の交付場所及び問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前

橋市大手町一丁目１番１号 群馬県県土整備部下水環境課下水道管理係 電話０２７－２２６－３６８２

(2) 入札説明書等の交付期間及び交付方法

ア 交付期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 交付方法 交付を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、群馬県の休日を定め

る条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除く日

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に指定する日時に交付

する。

(3) 設計図書、契約条項等の閲覧期間、閲覧場所及び閲覧方法

ア 閲覧期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 閲覧場所 〒３７８－００２４ 群馬県沼田市下川田町字宮塚１３０３番地 奥利根水質浄化センター管

理係
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ウ 閲覧方法 閲覧を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、休日条例第１条第１項に規

定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に

指定する日時にて閲覧すること。

(4) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。また、提出された申請

書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。

なお、入札参加資格確認結果は、令和元年９月６日（金）までに通知する。

ア 提出期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで（休日条例第１条第１項に規定する休日を除く。）

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期間に上記(1)の場所に必着のこと。また、封筒

に「奥利根流域下水道管理 奥利根水質浄化センター維持管理包括委託 入札参加資格確認申請書等在中」

と朱書きすること。

(5) 入札説明会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及び場

所

(6) 現地施設見学会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及

び場所

(7) 入札書及び技術提案書の提出

ア 提出期限 令和元年１０月３日（木）午後４時

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に群馬県県土整備部下

水環境課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「奥利根流域下水道管理 奥利根水質浄化セ

ンター維持管理包括委託 入札書及び技術提案書在中」と朱書きすること。

(8) ヒアリングの日時及び場所 令和元年１０月８日（火）から同月１７日（木）までの間で、別途指定する日

時及び場所

(9) 開札の日時及び場所 令和元年１０月１８日（金）午前１０時 群馬県庁舎２２階２２１会議室

４ 落札者の決定方法

(1) 総合評価値が最も高く、規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で入札した入札参加

者を本件委託業務の落札者と決定する。

なお、落札者となるべき最も高い総合評価値を取得した入札参加者が複数あるときは、当該入札参加者又は

その代理人によるくじ引きで落札者を決定する。この場合において、当該入札参加者又はその代理人が不在の

ときは、当該入札事務に関係のない職員が代わりにくじを引いて落札者を決定する。ただし、総合評価値の最

も高い入札参加者が低入札価格調査制度に該当する場合は、(2)による。

(2) この業務委託は、「建設工事に係る低入札価格調査制度適用対象」であり、調査基準価格を下回った入札が

行われた場合には、当該入札参加者により契約内容に適合した履行の確保が図れるか否かを低入札価格審査委

員会で調査及び検討をした後に落札者を決定する。

なお、当該入札参加者は、入札後の調査に協力しなければならない。

５ 落札者の決定基準

(1) 審査項目

ア 価格評価に関する事項
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区 分 審 査 項 目

入札書 入札価格に関する事項

イ 技術評価に関する事項

区 分 審 査 項 目 配 点

Ⅰ．実施方針・体制の提案 ２７点 ８７点

Ⅱ．運転管理業務提案 １５点
技術提案書

Ⅲ．保守管理業務提案 ９点

Ⅳ．危機管理に係る提案 ２１点

Ⅴ．コスト縮減対策の提案 １５点

ヒアリング 説明、質疑応答 ３点

合 計 ９０点

(2) 審査項目の配点及び評価方法 入札説明書に記載のとおり

(3) 価格評価値と技術評価値の配点割合は、１００対１００とする。

６ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金 免除

(3) 契約保証金 入札説明書に記載のとおり

(4) 入札者に要求される事項 入札者は、契約担当者から当該技術提案書に関し説明を求められた場合は、応じ

なければならない。

(5) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められた義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(6) 契約書作成の要否 要

(7) その他 詳細は、入札説明書による。

７ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Ichita Yamamoto, Governor of Gunma

Prefecture

(2) Subject matter of the contract： Comprehensive maintenance and management service at Tonegawa-

jyoryu Regional Sewerage System Okutone Purification Center

(3) Contract period： From February 1, 2020 to January 31, 2023

(4) Deadline for submission of application forms and attached documents regarding qualification

for participating in the tendering process: 4:00 p.m., August 21, 2019

(5) Deadline for submission of bidding documents and technical proposals： 4:00 p.m., October 3,

2019

(6) Contact point for the notice： Sewage Disposal Management Division, Gunma Prefectural
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Government, 1-1-1 Ote-machi Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, TEL 027-226-3682(Japanese

language only)

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３

号）の適用を受けるものである。

令和元年８月９日

群馬県知事 山 本 一 太

１ 調達内容

(1) 調達件名 西邑楽流域下水道管理 西邑楽水質浄化センター維持管理包括委託

(2) 調達件名の特質等 入札説明書による。

(3) 委託期間 令和２年２月１日から令和５年１月３１日まで

(4) 履行場所 群馬県邑楽郡千代田町大字舞木字中里１２００番地１ 西邑楽水質浄化センターほか（詳細は、

入札説明書による。）

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、地方自治法施行令（昭和２２年政

令第１６号）第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競争入札により行うので、提案に係る性能、

機能、技術等に関する書類（以下「技術提案書」という。）を提出すること。また、入札書に記載された金額

に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札参加資格 入札参加者は、単独企業又は共同企業体とし、次に掲げる要件を満たす者であること。

(1) 単独企業及び共同企業体の構成員の共通の要件

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

イ 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条第２項の規定による

県の入札参加制限を受けていない者であること。

ウ 物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていない者であること。

なお、上記イ及びウにおいて、営業の譲渡を受けた者は、営業を譲渡した者が入札参加制限又は指名停止

措置等を受けていたときは、それらの措置を引き継ぐものとする。

エ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入している者であること（当該保険に加入の義務がない者を除

く。）。

オ 規則第１７０条の２第３項の規定により作成された平成３０・３１年度物件等購入契約資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に登載されている者であること。

なお、公告日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、令

和元年８月２１日（水）までに、群馬県会計局会計課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年９月６日

（金）午後４時までに、資格者名簿に登載されていることが確認できること。

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定を受けた者又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始決定を受けた者にあっては、手続開始決定後に資格者名簿に
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登載された者であること。

キ 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和６２年建設省告示第１３４８号）第２条の規定による登録を

受けていること。

ク この入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者であること。

(2) 単独企業の要件

ア 単独又は共同企業体の構成員（出資比率２０パーセント以上に限る。）として、下水道法（昭和３３年法

律第７９号）第２条第６号に規定する終末処理場において、次の全ての業務を平成２１年度以降、同一施設

で３年以上継続して、地方公共団体又は地方公共団体が出資若しくは出捐をしている公共団体から受注した
えん

実績を有すること。

(ｱ) 施設の水処理能力が１０，０００㎥／日以上であり、かつ、標準活性汚泥法と同程度以上に下水を処理

することができる方法を用いた終末処理場の運転管理業務

(ｲ) 汚泥脱水施設の運転管理業務

イ 次に掲げる要件を全て満たす総括責任者及び副総括責任者をそれぞれ専任で配置できること。

(ｱ) 総括責任者

ａ 下水道終末処理場の維持管理業務において、５年以上の実務経験を有すること。

ｂ 下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｃ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

(ｲ) 副総括責任者

ａ 下水道法施行令第１５条の３各号に定める資格を有すること。

ｂ 入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されていること。

ウ 次の有資格者（入札参加資格の確認の申請をする日の前日において３月以上の間継続して雇用されている

者に限る。）をそれぞれ専任で１名以上配置できること。

(ｱ) 第３種電気主任技術者（施設の電気設備の保安監督において、個人又は法人と電気事業法施行規則（平

成７年通商産業省令第７７号）第５２条第２項に規定する保安の監督に係る業務委託契約を結ぶ場合を除

く。）

(ｲ) 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者

(ｳ) 乙種第４類危険物取扱者

(ｴ) 特別管理産業廃棄物管理責任者

(3) 共同企業体の要件

ア 共同企業体の構成員数は、２社又は３社とすること。

イ 共同企業体の代表者の出資比率は、他の構成員の出資比率より大きいこと。

ウ 各構成員の出資比率は、構成員の数が２社である場合は３０パーセント以上、構成員の数が３社である場

合は２０パーセント以上であること。

エ 共同企業体の運営形態は、各構成員が一体となって業務を履行する共同管理方式であること。

オ 共同企業体の代表者は、(2)ア及びイの要件を満たしているものであること。

カ 共同企業体は、(2)ウの要件を満たしていること。

３ 入札書等の提出場所等

(1) 入札書及び技術提案書の提出場所、入札説明書等の交付場所及び問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前

橋市大手町一丁目１番１号 群馬県県土整備部下水環境課下水道管理係 電話０２７－２２６－３６８２

(2) 入札説明書等の交付期間及び交付方法
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ア 交付期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 交付方法 交付を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、群馬県の休日を定め

る条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」という。）第１条第１項に規定する休日を除く日

の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に指定する日時に交付

する。

(3) 設計図書、契約条項等の閲覧期間、閲覧場所及び閲覧方法

ア 閲覧期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）まで

イ 閲覧場所 〒３７０－０５０４ 群馬県邑楽郡千代田町大字舞木字中里１２００番地１ 西邑楽水質浄化

センター管理係

ウ 閲覧方法 閲覧を希望する者は、上記(1)に事前に電話で申し込むこと。申込みは、休日条例第１条第１項に規

定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時までの間に行うこと。申込みの際に

指定する日時にて閲覧すること。

(4) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。また、提出された申請

書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。

なお、入札参加資格確認結果は、令和元年９月６日（金）までに通知する。

ア 提出期間 令和元年８月９日（金）から同月２１日（水）までの午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで（休日条例第１条第１項に規定する休日を除く。）

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期間に上記(1)の場所に必着のこと。また、封筒

に「西邑楽流域下水道管理 西邑楽水質浄化センター維持管理包括委託 入札参加資格確認申請書等在中」

と朱書きすること。

(5) 入札説明会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及び場

所

(6) 現地施設見学会の日時及び場所 令和元年９月１０日（火）又は同月１１日（水）で、別途指定する日時及

び場所

(7) 入札書及び技術提案書の提出

ア 提出期限 令和元年１０月３日（木）午後４時

イ 提出方法 郵送又は上記(1)の場所に持参とする。

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に群馬県県土整備部下

水環境課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「西邑楽流域下水道管理 西邑楽水質浄化セ

ンター維持管理包括委託 入札書及び技術提案書在中」と朱書きすること。

(8) ヒアリングの日時及び場所 令和元年１０月８日（火）から同月１７日（木）までの間で、別途指定する日

時及び場所

(9) 開札の日時及び場所 令和元年１０月１８日（金）午前１０時４５分 群馬県庁舎２２階２２１会議室

４ 落札者の決定方法

(1) 総合評価値が最も高く、規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で入札した入札参加

者を本件委託業務の落札者と決定する。

なお、落札者となるべき最も高い総合評価値を取得した入札参加者が複数あるときは、当該入札参加者又は

その代理人によるくじ引きで落札者を決定する。この場合において、当該入札参加者又はその代理人が不在の
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ときは、当該入札事務に関係のない職員が代わりにくじを引いて落札者を決定する。ただし、総合評価値の最

も高い入札参加者が低入札価格調査制度に該当する場合は、(2)による。

(2) この業務委託は、「建設工事に係る低入札価格調査制度適用対象」であり、調査基準価格を下回った入札が

行われた場合には、当該入札参加者により契約内容に適合した履行の確保が図れるか否かを低入札価格審査委

員会で調査及び検討をした後に落札者を決定する。

なお、当該入札参加者は、入札後の調査に協力しなければならない。

５ 落札者の決定基準

(1) 審査項目

ア 価格評価に関する事項

区 分 審 査 項 目

入札書 入札価格に関する事項

イ 技術評価に関する事項

区 分 審 査 項 目 配 点

Ⅰ．実施方針・体制の提案 ２７点 ８７点

Ⅱ．運転管理業務提案 １５点
技術提案書

Ⅲ．保守管理業務提案 ９点

Ⅳ．危機管理に係る提案 ２１点

Ⅴ．コスト縮減対策の提案 １５点

ヒアリング 説明、質疑応答 ３点

合 計 ９０点

(2) 審査項目の配点及び評価方法 入札説明書に記載のとおり

(3) 価格評価値と技術評価値の配点割合は、１００対１００とする。

６ その他

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

(2) 入札保証金 免除

(3) 契約保証金 入札説明書に記載のとおり

(4) 入札者に要求される事項 入札者は、契約担当者から当該技術提案書に関し説明を求められた場合は、応じ

なければならない。

(5) 入札の無効 本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められた義務を履行しなかった

者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。

(6) 契約書作成の要否 要

(7) その他 詳細は、入札説明書による。

７ Summary

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: Ichita Yamamoto, Governor of Gunma
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Prefecture

(2) Subject matter of the contract： Comprehensive maintenance and management service at Tomo

Regional Sewerage System Nishioura Purification Center

(3) Contract period： From February 1, 2020 to January 31, 2023

(4) Deadline for submission of application forms and attached documents regarding qualification

for participating in the tendering process: 4:00 p.m., August 21, 2019

(5) Deadline for submission of bidding documents and technical proposals： 4:00 p.m., October 3,

2019

(6) Contact point for the notice： Sewage Disposal Management Division, Gunma Prefectural

Government, 1-1-1 Ote-machi Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, TEL 027-226-3682(Japanese

language only)

正 誤■

○告示正誤

令和元年７月２６日群馬県告示第８８号（車両制限令第３条第１項第３号の規定による指定の告示の一部を改正
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発行番号 ページ 行 誤 正

第９７１８号 ５ ４１ 県道佐野太田線の項 県道綿貫倉賀野停車場線の項

毎週火､金曜日発行

群 馬 県発 行

群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
電話 027-223-1111

第９７２２号令和元年８月９日（金） 群 馬 県 報


